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決算取締役会開催日 平成 18 年 4 月 28 日 中間配当制度の有無 有 

配当支払開始予定日 平成－年－月－日 定時株主総会開催日 平成 18 年 6 月 16 日 

単元株制度採用の有無 有（１単元 100 株） 

 

１．18 年 3 月期の業績（平成 17 年 4 月 1 日～平成 18 年 3 月 31 日） 
（１）経営成績                                （百万円未満切捨） 

 売 上 高     営業利益 経常利益 

 
18 年 3 月期 
17 年 3 月期 

      百万円   ％
 24,254 △8.8 
 26,589 △5.0 

      百万円   ％
 626 － 
 △342 － 

      百万円   ％
 742 － 
 △240 － 

 
 

当期純利益 
１株当たり

当期純利益

潜 在 株 式 調 整 後          

１株当たり当期純利益

株 主 資 本      

当期純利益率

総 資 本      

経常利益率 

売上高 

経常利益率

 
18 年 3 月期 
17 年 3 月期 

百万円  ％ 
 △8,336 － 
   △903 － 

   円  銭
 △460 14 
  △87 24 

円  銭
 － －
 － －

    ％ 
 △174.1 
 △12.1 

    ％ 
 4.5 
 △1.2 

    ％
 3.1 
 △0.9 

(注)①期中平均株式数（普通株式）18 年 3月期 18,195,181 株  17 年 3 月期 10,358,077 株 
（優先株式）18 年 3月期  6,435,616 株  17 年 3 月期     －株 

  ②会計処理の方法の変更   有 
  ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 
 

（２）配当状況 

１株当たり年間配当金             配当金総額 株主資本  

 中 間 期 末 （年間） 
配当性向 

配当率 
 
18 年 3 月期 
17 年 3 月期 

円  銭 
   0     00 
  5    00 

円  銭
 0 00 
 5 00 

円  銭
 0 00 
 0 00 

百万円
 － 
 51 

％ 
 － 
 － 

％
 － 
 0.7 

 
（３）財政状態 
 総 資 産     株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本

 
18 年 3 月期 
17 年 3 月期 

百万円 
 12,880 
 20,061 

百万円
 2,655 
 6,921 

％ 
 20.6 
 34.5 

円   銭
 40 12 
 670 06 

(注)①期末発行済株式数（普通株式）18 年 3月期 21,328,920 株  17 年 3 月期 10,330,246 株 
（優先株式）18 年 3月期  9,000,000 株  17 年 3 月期     －株 

  ②期末自己株式数       18 年 3 月期   133,276 株  17 年 3 月期   131,950 株 

 

２．19 年 3 月期の業績予想（平成 18 年 4 月 1日～平成 19 年 3 月 31 日) 

1 株 当 た り 年 間 配 当 金              
売上高 経常利益 当期純利益 

中 間 期 末  
 

中 間 期 
通   期 

百万円 
 11,354 
 22,203 

百万円
 733 
 1,379 

百万円
 58 
 874 

円  銭
0   00 
－    － 

円  銭 
－    － 
0   00 

円  銭
－   － 
0   00 

(参考)1 株当たり予想当期純利益（通期）39 円 31 銭 

 ※上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は、今後様々な

要因によって予想数値と異なる可能性があります。 

http://www.atom-corp.co.jp/ja/index.html
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６．個別財務諸表等 
 
（１）貸借対照表                                      （単位：百万円） 

前 事 業 年 度 
（平成１７年３月３１日現在） 

当 事 業 年 度 
（平成１８年３月３１日現在） 

比較増減 期   別

 
科   目 金   額 構成比 金   額 構成比 金   額 

 

（ 資 産 の 部 ）             
Ⅰ．流 動 資 産         
 １．現 金 及 び 預 金         
 ２．売 掛 金         
 ３．有 価 証 券         
 ４．商 品         
 ５．原 材 料         
 ６．貯 蔵 品         
 ７．前 払 費 用 
 ８．繰 延 税 金 資 産 
９．未 収 入 金 

１０．短 期 貸 付 金 
１１．従業員に対する短期貸付金  
１２．そ の 他         
１３．貸 倒 引 当 金         

１，７１７

２５０

４

０

２６０

２２

１５６

３８

２０９

６７

５

１０

△３４

％

２，６９３

１４０

１５

０

９８

１６

８８

３５１

７７

６

－
０

△１３

％ 

９７６

△１０９

１０

△０

△１６１

△５

△６７

３１３

△１３１

△６１

△５

△１０

２１

流 動 資 産 合 計             
 
Ⅱ．固 定 資 産         
 １．有 形 固 定 資 産         
 （１）建 物        
 （２）構 築 物        
 （３）車輌及び運搬具 
 （４）器具及び備品        
 （５）土 地        
 （６）建 設 仮 勘 定        

２，７０９

８，０１６

１，２６９

２

４０１

１，３０５

１６３

１３．５ ３，４７６

３，７６３

５５７

０

１６４

６０８

－

２７．０ ７６６

△４，２５２

△７１２

△２

△２３７

△６９７

△１６３

有 
 

形 固 定 資 産 合 計            

 ２．無 形 固 定 資 産         
 （１）営 業 権        
 （２）借 地 権        
 （３）ソフトウェア        
 （４）権 利 金        
 （５）電 話 加 入 権        
 （６）水道施設利用権 

１１，１５９

１１３

６５

６

１９

４０

３３

５５．６ ５，０９３

３２

４１

０

４

２６

２０

３９．５ △６，０６５

△８０

△２４

△５

△１４

△１３

△１２

無 
 

形 固 定 資 産 合 計            

 ３．投資その他の資産 
 （１）投資有価証券        
 （２）関係会社株式        
 （３）出 資 金        
 （４）長 期 貸 付 金        
 （５）従業員に対する長期貸付金 
 （６）破 産 債 権 等 
 （７）長期前払費用        
 （８）敷 金 保 証 金 
（９）保 険 積 立 金 

（１０）会 員 権 
（１１）店舗賃借仮勘定 
（１２）そ の 他        
（１３）貸 倒 引 当 金        

２７７

９２１

１０４

０

２６２

４７

８６

２８７

 ４，２０７

１５０

７４

６７

１０１

△３９７

１．４ １２５

７１５

－

０

１０

－

６４１

１９５

３，１４０

－

２７

－

０

△５５８

１．０ △１５２

△２０５

△１０４

△０

△２５１

△４７

５５４

△９２

△１，０６７

△１５０

△４６

△６７

△１００

△１６１

投資その他の資産合計             ５，９１４ ２９．５ ４，１７３ ３２．４ △１，７４１

固 定 資 産 合 計             １７，３５１ ８６．５ ９，３９２ ７２．９ △７，９５９
 
Ⅲ．繰 延 資 産 
１．社 債 発 行 費 － １２

 
１２

繰 延 資 産 合 計 － － １２ ０．１ １２

資 産 合 計             ２０，０６１ １００．０ １２，８８０ １００．０ △７，１８０
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      （単位：百万円） 
前 事 業 年 度 

（平成１７年３月３１日現在） 
当 事 業 年 度 

（平成１８年３月３１日現在） 
比較増減 期   別

 
科   目 金   額 構成比 金   額 構成比 金   額 

 
（ 負 債 の 部 ）             
Ⅰ．流 動 負 債         
 １．買 掛 金         
 ２．１年内償還予定の社債 
 ３．短 期 借 入 金         
 ４．１年内返済予定の長期借入金 
 ５．未 払 金         
 ６．未 払 費 用         
 ７．未 払 法 人 税 等         
 ８．未 払 消 費 税 等         
９．前 受 金         

１０．預 り 金         
１１．前 受 収 益         
１２．賞 与 引 当 金         
１３．ポイント引当金 

９７２

２４０

８００

２，９２１

９８０

６４

６３

１

５９

１２６

６５

３２

－

％

１，４５８

２４０

２１

１，４０７

１，４７５

２０

６０

５９

２６

１２５

１８

３５

３３８

％ 
 

４８６

－

△７７９

△１，５１４

４９４

△４４

△３

５８

△３２

△１

△４７

３

３３８

流 動 負 債 合 計             
 
Ⅱ．固 定 負 債         
 １．社 債 
 ２．転換社債型新株予約権付社債 
 ３．長 期 借 入 金         
 ４．繰 延 税 金 負 債 
 ５．退職給付引当金 
 ６．役員退職慰労引当金 
７．債務保証損失引当金 

 ８．長 期 未 払 金 
 ９．長 期 前 受 収 益 
１０．預 り 保 証 金  

６，３２８

６６０

－

５，３６７

１８

１２７

８５

１３９

１２７

１０１

１８３

３１．５ ５，２８５

４２０

１，１００

２，３３８

１０５

１１３

－

１５８

４６３

２４

２１５

４１．０ △１，０４３

△２４０

１，１００

△３，０２９

８７

△１４

△８５

１８

３３６

△７６

３１

固 定 負 債 合 計             ６，８１０ ３４．０ ４，９３９ ３８．４ △１，８７１

１３，１３９ ６５．５ １０，２２４ ７９．４ △２，９１４負 債 合 計             
 
（ 資 本 の 部 ）             

 

Ⅰ．資 本 金         
Ⅱ．資 本 剰 余 金 
１．資 本 準 備 金 

２，３５３

２，５４９

１１．７ ４，３５３

４，５４９

３３．８ 
 
 

２，０００

２，０００

資 本 剰 余 金 合 計

Ⅲ．利 益 剰 余 金 
１．利 益 準 備 金 
２．任 意 積 立 金 
（１）別 途 積 立 金 
３．当期未処理損失(△) 

２，５４９

１６２

２，６５０

△７７５

１２．７ ４，５４９

１６２

－

△６，３９１

３５．３ 
 
 

２，０００

－

△２，６５０

△５，６１５

利 益 剰 余 金 合 計

Ⅳ．その他有価証券評価差額金  
Ⅴ．自 己 株 式 

２，０３６

１５８

△１７５

１０．２

０．８

△０．９

△６，２２８

１５８

△１７６

△４８．３ 
１．２ 

△１．４ 

△８，２６５

０

△０

資 本 合 計             ６，９２１ ３４．５ ２，６５５ ２０．６ △４，２６６

負 債 及 び 資 本 合 計 ２０，０６１ １００．０ １２，８８０ １００．０ △７，１８０

 



（２）損益計算書                                      （単位：百万円） 

前 事 業 年 度 
平成１６年４月 １日から 
平成１７年３月３１日まで 

当 事 業 年 度 
平成１７年４月 １日から 
平成１８年３月３１日まで 

比較増減 期   別

 
 
科   目 金   額 百分比 金   額 百分比 金   額 
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Ⅰ．売 上 高         
Ⅱ．売 上 原 価         

２６，５８９

１０，８４１

％

１００．０

４０．８

２４，２５４

９，６４０

％ 
１００．０ 

３９．７ 
△２，３３５

△１，２００

 売 上 総 利 益           
 
Ⅲ．販売費及び一般管理費 
 １．販 売 手 数 料         
 ２．広 告 宣 伝 費         
 ３．役 員 報 酬         
 ４．従業員給料手当及び賞与 
 ５．賞与引当金繰入額 
 ６．そ の 他 人 件 費 
 ７．退 職 給 付 費 用         
 ８．役員退職慰労引当金繰入額 
 ９．法 定 福 利 費         
１０．福 利 厚 生 費         
１１．水 道 光 熱 費         
１２．消 耗 品 費         
１３．旅 費 交 通 費         
１４．衛 生 費         
１５．租 税 公 課         
１６．賃 借 料         
１７．減 価 償 却 費         
１８．そ の 他 

１５，７４８

２，９１６

２８５

１５８

１，４４０

３１

２，７５８

２６

７

２３７

１５７

１，１２７

５５６

３５

４５２

１６６

３，２３９

１，３８９

１，１０４

５９．２ １４，６１３

２，４７５

２６４

６６

１，４７１

３５

２，７９２

２２

２

２４３

１２４

１，０７６

５７３

２８

４００

１７７

２，５８０

６２２

１，０３１

６０．３ △１，１３４

△４４１

△２１

△９１

３０

４

３４

△３

△４

６

△３２

△５１

１６

△６

△５２

１０

△６５９

△７６７

△７３

販売費及び一般管理費合計 １６，０９０ ６０．５ １３，９８７ ５７．７ △２，１０３

 営業利益又は営業損失(△) △３４２ △１．３ ６２６ ２．６ ９６９

 



                                             （単位：百万円） 

前 事 業 年 度 
平成１６年４月 １日から 
平成１７年３月３１日まで 

当 事 業 年 度 
平成１７年４月 １日から 
平成１８年３月３１日まで 

比較増減 期   別

 
 
科   目 金   額 百分比 金   額 百分比 金   額 
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Ⅳ．営 業 外 収 益         
 １．受 取 利 息         
 ２．有 価 証 券 利 息         
 ３．受 取 配 当 金         
 ４．有価証券売却益 
 ５．手 数 料 収 入         
 ６．不動産賃貸収入         
 ７．そ の 他 

３４

０

７

－

９９

２８８

５４

％

２７

０

７

１２３

５８

２１５

４６

％ 

△６

０

０

１２３

△４０

△７３

△７

営 業 外 収 益 合 計             ４８４ １．８ ４７９ ２．０ △４

 
Ⅴ．営 業 外 費 用         
 １．支 払 利 息         
 ２．社 債 利 息         
 ３．新 株 発 行 費 
 ４．社債発行費償却 
 ５．不動産賃貸原価         
６．貸倒引当金繰入額 

 ７．そ の 他 

１１８

５

－

－

２３９

５

１３

９４

１９

５２

６

１７３

－

１６

 

△２４

１４

５２

６

△６５

△５

３

営 業 外 費 用 合 計             ３８２ １．４ ３６２ １．５ △１９

 経 常 利 益 又 は 経 常 損 失 (△ ) 
 
Ⅵ．特 別 利 益         
 １．固定資産売却益 
 ２．投資有価証券売却益 
 ３．役員退職慰労引当金戻入額 
 ４．保 険 解 約 益  

△２４０

０

７２

－

－

△０．９ ７４２

１２

－

４８

１１

３．１ ９８３

１２

△７２

４８

１１

特 別 利 益 合 計             
 
Ⅶ．特 別 損 失         
 １．固定資産売却損 
２．固定資産除却損         
３．減 損 損 失 

 ４．投資有価証券売却損 
 ５．会 員 権 売 却 損 
 ６．賃借契約解約損 
 ７．貸倒引当金繰入額 
 ８．債務保証損失引当金繰入額 
９．過年度ポイント引当金繰入額 

１０．そ の 他 

７３

－

２９３

－

０

４

１０

２２９

５５

－

－

０．３ ７２

１６４

１８１

７，４６８

－

１

８７６

１４６

１８

３３５

１４３

０．３ △０

１６４

△１１２

７，４６８

△０

△ ２

８６５

△８３

△３６

３３５

１４３

特 別 損 失 合 計             ５９３ ２．３ ９，３３７ ３８．５ ８，７４３

税引前当期純損失 (△ )  
法人税、住民税及び事業税 
法 人 税 等 調 整 額           

△７６１

４４

９７

△２．９

０．２

０．３

△８，５２２

３９

△２２５

△３５．１ 
０．１ 

△０．９ 

△７，７６０

△５

△３２３

△９０３

１７９

－

５１

△３．４ △８，３３６

１，８７４

７０

－

△３４．４ △７，４３２

１，６９４

７０

△５１

当 期 純 損 失 ( △ ) 
前 期 繰 越 利 益           
合併引継未処分利益 
中 間 配 当 額           
当期未処理損失 (△ ) △７７５ △６，３９１  △５，６１５
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（３）損失処理案                                     （単位：百万円） 

前 事 業 年 度 当 事 業 年 度 比較増減 
 

期   別 

 
科   目 金   額 金   額 金   額 

 

Ⅰ．当 期 未 処 理 損 失 ( △ ) 

Ⅱ．損 失 処 理 額 

任 意 積 立 金 取 崩 額 

   別 途 積 立 金 取 崩 額 

 
 △７７５ 

 
 

２，６５０ 

 
△６，３９１ 
 
 

－ 

 
△５，６１５

 
 
△２，６５０

損失処理額合計 

Ⅲ．次 期 繰 越 利 益 

  又は次期繰越損失（△） 

２，６５０ 
 

１，８７４ 

－ 
 
△６，３９１ 

△２，６５０

 
△８，２６５

 
（４）重要な会計方針 
    １．有価証券の評価基準及び評価方法 
      満期保 有目 的の債券              償却原価法（定額法）を採用しております。 
      子会社及び関連会社株式   移動平均法による原価法を採用しております。 
      そ の 他 有 価 証 券            
       時価のあるもの      決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法により算定）を採用しております。 
       時価のないもの      移動平均法による原価法を採用しております。 
      
    ２．たな卸資産の評価基準及び評価方法 
      商品・原材料・貯蔵品    最終仕入原価法を採用しております。 
 
    ３．固定資産の減価償却の方法 
 有 形 固 定 資 産 定率法（ただし、平成１０年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を

除く）については、定額法）を採用しております。 
               なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 
                建 物          １０～３４年 
                構 築 物          １０～２０年 
                器具及び備品     ３～１０年 

無 形 固 定 資 産 定額法を採用しております。 
                    なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５

年）に基づく定額法を採用しております。 
長 期 前 払 費 用 定額法を採用しております。 

 
    ４．引当金の計上基準 

貸 倒 引 当 金          売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、

回収不能見込額を計上しております。 

賞 与 引 当 金          従業員の賞与の支給に充てるため、賞与支給実績を基に、当事業年度負担分

を計上しております。 

ポ イ ン ト 引 当 金  ポイントカードにより顧客に付与したポイントの使用による費用負担に備

えるため、当事業年度末において、将来使用されると見込まれるポイントに

対する所要額を計上しております。 

（会計処理方法の変更） 

 ポイントカードにより顧客に付与したポイントの使用の会計処理は、従来、

ポイント使用時にポイントを景品に交換された場合には当該原価を販売促

進費、ポイントをお食事優待券に交換された場合には、お食事に利用された

時点で当該金額を売上高に計上するとともに、同額を販売促進費として処理

しておりましたが、当事業年度においてポイント残高等を把握する体制が整

ったことにより、将来使用されると見込まれる金額の合理的な見積もりが可

能となったため、ポイント引当金を計上することとなりました。また、この

変更に伴って、景品の交換にかかる原価を販売費及び一般管理費の区分から

売上原価の区分に計上するとともに、お食事優待券の利用時点での売上高と

販売促進費の計上を取り止めることといたしました。 

 この結果、従来の方法と同一の方法によった場合と比べ、売上高は６３百万

円、売上総利益は６９百万円それぞれ少なく計上され、営業利益及び経常利

益は２百万円少なく計上され、税引前当期純損失は３３８百万円多く計上さ

れております。 
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退 職 給 付 引 当 金          従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込

額に基づき計上しております。 

数理計算上の差異は、翌事業年度に一括処理することとしております。 

債務保証損失引当金      債務保証に係る損失に備えるため、保証先の財政状態の実情を勘案し、損失

負担見積額を計上しております。 
 
    ５．リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 
 
    ６．ヘッジ会計の方法 

ヘ ッ ジ 会 計 の 方 法              金利スワップについて特例処理を採用しております。 
ヘッジ手段とヘッジ対象   ヘッジ手段   金利スワップ 
              ヘッジ対象   借 入 金       
ヘ ッ ジ 方 針              金利リスク低減のため、対象債務の範囲内でヘッジを行っております。 
有 効 性 評 価 の 方 法              金利スワップについて特例処理を採用しているため、有効性の評価を省略し

ております。 
 

７．消費税等の処理方法 
       消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。 
 
 
会計処理方法の変更 

（固定資産の減損に係る会計基準） 
当事業年度から「固定資産の減損に係る会計基準」（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」

（企業会計審議会 平成１４年８月９日））及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準

委員会 平成１５年１０月３１日企業会計基準適用指針第６号）を適用しております。 
これにより税引前当期純損失が、７，４６８百万円増加しております。 
なお、減損損失累計額については、改正後の財務諸表等規則に基づき当該各資産の金額から直接控除しており

ます。 
 

（社債発行費） 
従来、社債発行費は支出時に全額費用として処理しておりましたが、当社が株式会社コロワイドの連結グルー

プに加わったことを契機に、当社の会計処理方法の見直しを行った結果、連結グループ会社の会計処理の統一

を図るため、当事業年度より３年間で均等償却することといたしました。 
この結果、従来の方法と同一の方法によった場合と比べ、経常利益は１２百万円多く計上され、税引前当期純

損失は同額少なく計上されております。 
 

（投資有価証券売却損益） 
従来、投資有価証券売却損益は特別利益又は特別損失の区分において処理しておりましたが、当社が株式会社

コロワイドの連結グループに加わったことを契機に、当社の会計処理方法の見直しを行った結果、連結グルー

プ会社の会計処理の統一を図るため、当事業年度より営業外収益又は営業外費用の区分において処理すること

にいたしました。 
この結果、従来の方法と同一の方法によった場合と比べ、経常利益は１２３百万円多く計上されておりますが、

税引前当期純損失に与える影響はありません。 
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注 記 事 項 
 （貸借対照表関係） 

前 事 業 年 度 
（平成１７年３月３１日現在） 

当 事 業 年 度 
（平成１８年３月３１日現在） 

 

１．有形固定資産の減価償却累計額 
 １０，１０９百万円 
２．担保に供している資産 
  建 物       ７３百万円 
  土 地       ９５９百万円 
  投資有価証券 ３３７百万円 
     計 １，３６９百万円 
 上記資産は下記の債務の担保に供しております。 
  長期借 入金       １，１５１百万円 
  （１年内返済予定分を含む） 
 
  有 価 証 券            ４百万円 
  投資有価証券 ３０百万円 
    計              ３５百万円 
 上記を前払式証票の規制等に関する法律に基づき供

託しております。 
 
３．授権株式数等 
  授権株式数 普通株式 ２７，７００，０００株 
  発行済株式の総数           普通株式 １０，４６２，１９６株 
   
 
 
 
 
 
 
４．保証債務 
 ８７百万円 
５．配当制限 

商法施行規則第１２４条第３号に規定する資産に

時価を付したことにより増加した純資産額は 
１５８百万円であります。 

１．有形固定資産の減価償却累計額 
 ４，５０３百万円 
２．担保に供している資産 
  建 物       １５百万円 
  土 地       ３７８百万円 
     計  ３９４百万円 
 上記資産は下記の債務の担保に供しております。 
  長期借 入金       ６４０百万円 
 
  有価証券             １５百万円 
  投資有価証券 １５百万円 
    計              ３０百万円 
 上記を前払式証票の規制等に関する法律に基づき供

託しております。 
 
 
 
３．授権株式数等 
  授権株式数 普通株式 ３２，０００，０００株 
        優先株式  ９，０００，０００株 

ただし、普通株式もしくは優先株式につき消却があ

った場合または優先株式につき普通株式への転換

があった場合は、これに相当する株式の数を減ずる

旨定款で定めております。 
  発行済株式の総数 普通株式 ２１，４６２，１９６株 
        優先株式  ９，０００，０００株 
 
４．保証債務 
 ３５百万円 
５．配当制限 

商法施行規則第１２４条第３号に規定する資産に

時価を付したことにより増加した純資産額は 
１５８百万円であります。 

 



 （損益計算書関係）   
前 事 業 年 度 

平成１６年４月 １日から 

平成１７年３月３１日まで 

当 事 業 年 度 

平成１７年４月 １日から 

平成１８年３月３１日まで 

 

１．固定資産売却益の内容は次のとおりであります。 

  車輌及び運搬具           ０百万円 

                  

 

  

  

２．         － 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 

  建 物         １８２百万円 

  構 築 物        ５百万円  

  器具及び備品        ２９百万円 

  営 業 権 ２６百万円 

  権 利 金 ０百万円 

  長期前払費用 ０百万円 

  解体撤去費用等 ４８百万円  

     計 ２９３百万円 

 

４．         － 

 

 

５．賃借契約解約損の内容は次のとおりであります。 

  中途解約違約金 １０百万円  

１．固定資産売却益の内容は次のとおりであります。 

  建 物           ６百万円 

  構 築 物         ２百万円  

  器具及び備品         ３百万円 

     計             １２百万円 

 

２．固定資産売却損の内容は次のとおりであります。 

  建 物         １３６百万円 

  構 築 物        ７百万円  

  車輌及び運搬具 ０百万円 

  器具及び備品 １百万円 

  土 地 １６百万円 

  電 話 加 入 権 ０百万円 

  水道施設利用権           ０百万円 

  敷 金 保 証 金 １百万円  

     計 １６４百万円 

 

３．固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 

  建 物          １５百万円 

  構 築 物        ４百万円  

  車輌及び運搬具 ０百万円 

  器具及び備品        ０百万円 

  権 利 金 ０百万円 

  水道施設利用権 ０百万円 

  解体撤去費用等 １５８百万円  

     計 １８１百万円 

 

４．減損損失 

（注） 

 

５．賃借契約解約損の内容は次のとおりであります。 

  敷 金 保 証 金 ５２０百万円 

  解約違約金等 ３５６百万円 

     計            ８７６百万円 

（注）当事業年度において、当社は、以下の資産について減損損失を計上しております。 

用 途 

場 所 
種 別 

減損損失 

（百万円） 

建 物 3,749

構 築 物 587

土 地 334

そ の 他 372

リ ー ス 資 産 1,193

直営店舗 

愛知県３９店舗 

岐阜県２２店舗 

静岡県 ９店舗 

東京都 ９店舗 

その他３７店舗 計 6,237

建 物 636

構 築 物 120

土 地 192

そ の 他 34

リ ー ス 資 産 245

遊休資産他 

愛知県他 

計 1,230

合   計 7,468
 

当社は、キャッシュ・フローを生み出す最小単位として、直営店舗を基本単位とした資産のグルーピングを行ってお

ります。また、遊休資産他については、当該資産単独で資産のグルーピングを行っております。 

上記のうち、直営店舗については営業活動から生ずる損益が継続してマイナスである資産グループの帳簿価額を回収

可能額まで減額し、遊休資産他については市場価格が帳簿価額より著しく下落している資産グループの帳簿価額を回

収可能価額まで減額し、当該減少額７，４６８百万円を減損損失として特別損失に計上しており、その内訳は上表の

とおりであります。 

また、資産グループ毎の回収可能価額は使用価値と正味売却可能価額を使用し、直営店舗については使用価値、遊休

資産他については正味売却価額により測定しております。なお、使用価値は将来キャッシュ・フローを資本コストの

２．１％で割り引いて算定し、正味売却価額は固定資産税評価額を基本に算定しております。 
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（リース取引関係） 
   有価証券報告書をＥＤＩＮＥＴにより開示するため、記載を省略しております。 
 
 

（有価証券関係） 
   当事業年度（自 平成１７年４月１日 至 平成１８年３月３１日）及び前事業年度（自 平成１６年４月１日 

至 平成１７年３月３１日）における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 
 
 
（税効果会計関係） 

前 事 業 年 度 
（平成１７年３月３１日現在） 

当 事 業 年 度 
（平成１８年３月３１日現在） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因

別の内訳 
  
 繰延税金資産 
  繰 越 欠 損 金 １８７百万円 

貸 倒 引 当 金 １３７百万円 
 債務保証損失引当金 ５５百万円 

  退 職 給 付 引 当 金 ４７百万円 
  役員退職慰労引当金 ３４百万円 
  未 払 事 業 税 １６百万円 
  賞 与 引 当 金                 １２百万円 
  会 員 権 評 価 損          １０百万円 
  そ  の  他                 １２百万円 
  繰延税金資産小計       ５１５百万円 
  評 価 性 引 当 額      △３８９百万円

  繰延税金資産合計   １２６百万円 
 繰延税金負債 
  その他有価証券評価差額金 △１０５百万円

  繰延税金負債合計      △１０５百万円 

  繰延税金資産の純額        ２０百万円

 
２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の

原因となった主要な項目別の内訳 
 
 当期純損失であるため、記載を省略しております。 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因

別の内訳 
  
 繰延税金資産 
  減 損 損 失 ２，３５９百万円 

繰 越 欠 損 金 １，０５５百万円 
 貸 倒 引 当 金 ２１９百万円 

  ポ イ ン ト 引 当 金 １３５百万円 
  債務保証損失引当金 ６３百万円 
  退 職 給 付 引 当 金 ４１百万円 
  未 払 事 業 税        １７百万円 
  賞 与 引 当 金          １４百万円 
  そ  の  他                 ２４百万円 
  繰延税金資産小計     ３，９３０百万円 
  評 価 性 引 当 額    △３，５７８百万円

  繰延税金資産合計   ３５１百万円 
 繰延税金負債 
  その他有価証券評価差額金 △１０５百万円

  繰延税金負債合計      △１０５百万円 

  繰延税金資産の純額       ２４６百万円

 
２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の

原因となった主要な項目別の内訳 
 
 当期純損失であるため、記載を省略しております。 

 
７．役員の異動 
 １．代表者の異動 
    該当事項はありません。 
 ２．その他役員の異動  
    該当事項はありません。 
 


